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１．革新的エネルギー・環境戦略 

 

２．都市の低炭素化の促進に関する法律 

 

３．バイオマス事業化戦略 

 

４．生物多様性国家戦略2012-2020 

 

５．新・国土交通省環境行動計画（H25～H29） 

最近の環境・エネルギー政策の動向について 



１．革新的エネルギー・環境戦略 （平成24年９月14日エネルギー・環境会議決定） 
～概要 

１．原発に依存しない社会の一日も早い実現 

２．グリーンエネルギー革命の実現 

３．エネルギー安定供給の確保のために 

４．電力システム改革の断行  （「電力システム改革戦略（仮称）」（本年末目途）） 

５．地球温暖化対策の着実な実施  （２０１３年以降の「地球温暖化対策の計画」（本年末まで）） 

（１）原発に依存しない社会の実現に向けた３つの原則 

３原則 

 ・４０年運転制限制を厳格に適用 

 ・規制委員会の安全確認を得たもののみ、再稼働 

 ・原発の新設・増設は行わない 

2030年代に原発稼働ゼロを可能とするよう、グリーンを中心にあらゆる政策資源を投入 

（２）原発に依存しない社会に向けた５つの政策 

（３）原発に依存しない社会への道筋の検証 

 「グリーン政策大綱」（本年末目途） 
 ・節電： 2030年までに1,100億kWh以上の削減 

 ・省エネ： 2030年までに7,200万kl以上の削減 

 ・再生可能エネルギー：2030年までに3,000億kWh（3倍）以上開発 
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・国内における2030年時点の温室効果ガス排出量を概ね２割削減（1990年比）することを目指す。 



１．革新的エネルギー・環境戦略 
 ～グリーンエネルギー革命の実現 

○グリーンエネルギーの革命の実現（節電・省エネルギー・再生可能エネルギー） 

※上記内容を工程として具現化した「グリーン政策大綱」を本年末目途に策定。 

（１）節電・省エネルギーの実現目標 
・節電：2010年比、2030年までに１割削減（1.1兆kWh→1兆kWh） 
・省エネルギー：2010年比、2030年までに2割削減（約3.9億kl→3.1億kl) 
 
 【具体的な施策（国土交通省関連）】 
 ・ 2020年までに全ての新築住宅・建築物について段階的に省エネ基準への適合を義務化 
 ・断熱材などの活用による断熱性能向上に向けた取組 
 ・2020年までに新車販売に占める次世代自動車の割合を50％へ、2015年までの燃料電池車の市場投入に向
けた環境整備 

 ・都市の低炭素化の促進に関する法律等に基づくコンパクトシティへの転換 

（２）再生可能エネルギーの実現目標 
・2010年比、2030年までに3倍導入（1000億kWh→3000億kWh） 
 
 【具体的な施策（国土交通省関連） 】 
 ・公的施設等への太陽光発電・蓄電池の設置 
 ・下水処理場におけるバイオマス発電設備導入 
 ・立地規制改革等による制度的制約の除去 
 ・再生可能エネルギー熱（下水熱、河川熱等）の利用拡大 
 ・浮体式洋上風力発電の開発・実用化 
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●低炭素まちづくり計画の策定（市町村） ●民間等の低炭素建築物の認定 

●基本方針の策定（国土交通大臣、環境大臣、経済産業大臣） 

２．都市の低炭素化の促進に関する法律 （公布から３ヶ月以内に施行） 

○バス路線やＬＲＴ等の整備、共同輸配送の実施   
  バス・鉄道等の各事業法の手続特例 

○自動車に関するＣＯ２の排出抑制 

公共交通機関の利用促進等 

 

○ＮＰＯ等による緑地の保全及び緑化の推進      
  樹林地等に係る管理協定制度の拡充 

○未利用下水熱の活用  民間の下水の取水許可特例 

○都市公園・港湾隣接地域での太陽光発電、蓄電池等の設置    
  占用許可の特例             

都市機能の集約化 

○病院・福祉施設、共同住宅等の集約整備 
  民間事業の認定制度の創設 

○民間等による集約駐車施設の整備 
  建築物の新築等時の駐車施設附置義務の特例 

○歩いて暮らせるまちづくり 
  （歩道・自転車道の整備、バリアフリー化等） 

緑・エネルギーの面的管理・利用の促進 

○民間等の先導的な低炭素建築物・ 
 住宅の整備 

建築物の低炭素化 

東日本大震災を契機とするエネルギー需給の変化や国民のエネルギー・地球温暖化に関する意識の高揚等を踏まえ、市街化区域等 
における民間投資の促進を通じて、都市・交通の低炭素化・エネルギー利用の合理化などの成功事例を蓄積し、その普及を図ると 
ともに、住宅市場・地域経済の活性化を図ることが重要 

背 景 

法律の概要 

【認定低炭素住宅に係る所得税等の軽減】 

居住年 
所得税最大減税額 
引き上げ(10 年間) 

Ｈ24年 
400万円 

（一般300万円） 

Ｈ25年 
300万円 

（一般200万円） 

登録免許税率 
引き下げ 

保存 
登記 

0.1％ 
（一般0.15％） 

移転 
登記 

0.1％ 
（一般0.3％） 

低炭素化に資する設備（蓄電池、蓄熱槽等）について通常の
建築物の床面積を超える部分 

【容積率の丌算入】 

  

外壁断熱
100mm     

南窓の
軒ひさし 

天井断熱 
180mm 

床断熱
100mm 

東西窓
の日除け 

常時換気
システム 

窓は複層ガラス 
（可能なら断熱
サッシ） 

  
  

  
  

連続する 
防湿気密層 

暖冷房は
エアコン 

等 

〈戸建住宅イメージ〉 

太陽光発電パネル 

＋ 

高効率給湯器 

【認定のイメージ】 

          （平成24年9月5日公布） 
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バイオマス事業化戦略の趣旨 

 
 
 
 
 
■食品廃棄物 

：約27％(2010年) → 約40％(2020年) 
 ※残りはほとんど焼却処理された後に埋立処分 

■林地残材 

：ほとんど未利用(2010年)  → 約30％ (2020年) 
 ※製材工場等残材や建設発生木材の多くは再生利用されている一方で、未利用間伐材はほとんど未利用 

  （収集・運搬コストがネック） 

○平成２４年２月に政府７府省によるバイオマス活用推進会議の下に、有識者や民間事業者によ
り構成される「バイオマス事業化戦略検討チーム」を設置。 
 

○戦略の内容は、 

（１）バイオマス利用技術の現状とロードマップ 

（２）各バイオマス事業化戦略 

等により構成され、今後関係府省が連携して、バイオマスを活用した自立・分散型エネルギー供
給体制の強化に取組。 

＜参考：バイオマス活用推進基本計画（平成22年12月閣議決定）＞ 

2020年に約2，600万トン（炭素換算）のバイオマス利用、約5,000億円規模の新産業創出等の目標達成に向けて、関係府省
が連携し施策を推進 

■下水汚泥 

：約77％ (2010年)  → 約85％ (2020年) 
※建設資材等として再生利用が進んでいる一方で、有機物のエネルギー利用割合が低調 

（主なバイオマスの再資源化率） 

３．バイオマス事業化戦略（平成24年９月バイオマス活用推進会議決定） 
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○各バイオマス利用技術（メタン発酵、直接燃焼、固体燃料化等）の到達レベルを横断的に「研究」、「実証」、 

  「実用化」の３段階評価。 

  関係省庁・研究機関・企業は、共通の技術評価をもとに、技術開発や事業化を推進。 

○下水汚泥利用技術については、メタン発酵によるバイオガス化及び固体燃料化が既に実用化。 

 
 
 
 
 

神戸市東灘処理場 
 バイオガスを天然ガス自動車用燃料として供給（平成
19年度より供用開始）。 （のべ12,000台/年の供給台数） 
 さらに、当該バイオガスを都市ガス精製、ガス導管への
直接注入を実施（平成22年度より供用開始）。（一般家庭
約1,000世帯分のガス供給量） 

消化槽 

横浜市北部汚泥資源化センター 
 汚泥の消化過程で生じるバイオガス
による発電を実施（平成21年度より供
用開始）。（一般家庭約7,600世帯分の
発電量） 

ガスエンジン バイオガスステーション 

（発電施設は全国３２か所 ） 

バイオガス高度精製施設 

メタン発酵によるバイオガス利用 

○現在、バイオガスについては、３２か所の発電施設の他、都市ガス供給や天然ガス自動車燃料としての利用実績。また、固体
燃料化については、炭化・乾燥により６か所の実績。 

 
 
 
 
 

（全国６か所） 

 広島市西部水資源再生センター 
 下水汚泥を燃料化施設で炭化処理し、電
源開発㈱竹原火力発電所に供給（平成24
年度より供用開始）。 （一般家庭約3,100世
帯分のCO2排出量（燃料システム全体）） 

固体燃料化 

炭化炉 

現在、更なる低コスト化に向けた革新的技術実証中。 

 人間生活により必ず発生し、量・質ともに安定 

 収集コストが極めて安い（集約型バイオマス） 
 エネルギー需要地にて発生（都市型バイオマス） 

バイオマスとしての下水汚泥の特徴 消化ガス

12.4%

汚泥燃料

0.8%

緑農地利

用

11.2%

バイオ

マスとして

未利用

75.6%

（総バイオマス量 179万トン）

下水道バイオマスリサイクル率
約24％（2009年）

下水汚泥の 

エネルギー利用 

促進に重点化 

３．バイオマス事業化戦略 
（１）バイオマス利用技術の現状とロードマップ 
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下水汚泥重点戦略 

○下水処理場を地域のバイオマス活用の拠点として、ＦＩＴ制度の有効活用を図りつつ、メタン発酵
によるバイオガス化と固体燃料化によるエネルギー活用を強力に推進。 

○その際、低コスト化・高効率化に向けた革新的技術実証、効率的な収集・運搬システムの構築
を図り、他バイオマスとの混合利用を推進。 
（参考）食品廃棄物重点戦略 
 ○下水汚泥等との混合利用によるメタン発酵等を強力に推進。 

３．バイオマス事業化戦略 
（２）個別バイオマス重点戦略 

・下水処理場における他バイオマスとの混合利用は、ガス増量化による維持管理費の低減、処
理コスト低減化のメリット。 

・今後、革新的技術実証事業により得られた混合処理に係る技術知見のガイドライン化に加え、
今回のバイオマス事業化戦略の枠組を活用した連携を検討。 

汚泥 

脱水施設 

汚泥 

乾燥施設 
発酵槽 

消化ガス 

発電施設 
バイオガス 

食品残渣（コーヒー粕） 

下水処理場 

下水濃縮汚泥 

PFI事業 

農集排汚泥 

浄化槽汚泥 

処理場内へ電力供給 

生ゴミ 

（ディスポーザー） 
下水処理施設 

黒部浄化センター 
（黒部市） 
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４．生物多様性国家戦略2012-2020について 

・生物多様性国家戦略は、生物多様性の保全と持続可能な利用に関する政府の基本的な計画。 
 生物多様性条約及び生物多様性基本法に基づき策定。 
・1995年に最初の生物多様性国家戦略を策定。その後、2002年、2007年、2010年3月に改定。 

１．生物多様性国家戦略の位置づけ 

２．改定の背景・経緯 

・2010年10月に名古屋で生物多様性条約締結国会議（COP10）が開催され、2020年までに「生物多様性の損
失を止めるために効果的かつ緊急な行動を実施する」という目標を策定し、そのための20の個別目標（愛知
目標）が採択。 
・これを受け、環境省中央環境審議会における審議等を経て2012年9月に生物多様性国家戦略が改定。 

 
 

【第３部 第１章 第７節 都市】 

○都市公園等、都市における緑地による生態系ネットワーク（エコロジカルネットワーク）の形成を促進します。 
 

【第３部 第１章 第８節 河川・湿地など】 

○失われてきた河川などの良好な自然環境の再生を図るため、エコロジカルネットワークの形成に取り組み、河
川や湿地などの保全・再生を重点的に実施します。 

○魚道や切り欠きの設置などによる河川に流入出する水路との落差の解消、高水敷の切り下げによる小支川の
再自然化などにより、河川と流域の水路、池、沼、田んぼなどとの水域の連続性の確保に努め、関係機関が連
携して、流域全体として連続性（エコロジカルネットワーク）を改善していきます。 

 

【第３部 第１章 第９節 沿岸・海洋】 

○老朽化対策と併せて、生物共生機能を付加させた港湾構造物の導入と併せて推進します。 
  今後は、これらの取組を、行政が地域住民・ＮＰＯ等と連携して取り組み、効果を高めていくことも重要課題。 

３．生物多様性国家戦略より国土交通省関係部分を一部抜粋 
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地方自治体による緑の基本計画等におけるエコロジカルネットワークの
形成を推進するため、平成23年10月に都市緑地法運用指針を改正。 

その参考資料として、「緑の基本計画における生物多様性の確保に関
する技術的配慮事項」を策定。 

この指針等はＣＯＰ10及びＣＯＰ11の都市関連決議に対応。 

４．生物多様性国家戦略2012－2020（平成２４年９月閣議決定） 
地域住民・NPO等の連携事例①：都市における緑地の保全、緑化の推進 

■都市における緑地によるエコロジカルネットワークの形成の推進 

■専門家等と連携したモニタリングの実施等 

「緑の基本計画における生物多様性の確保に関する技術的配慮事項」
に基づいた都市におけるエコロジカルネットワークの形成イメージ 

■企業と連携した緑化の推進 

拠点地区 

回廊地区 中核地区 

緩衝地区 

施策の概要  

 ○都市における緑地によるエコロジカルネットワークの形成の推進の観点からは、地方自治体への支援等行政の取組と 

   併せて、今後は民間企業、地域住民、ＮＰＯ等との連携も重要。 

 ○例えば、民間企業のＣＳＲの観点からの自社ビルの緑地化、地域住民と連携した公園内の樹林の管理等で連携。 

三井住友海上駿河台新館では、皇居と上
野公園等をつなぐエコロジカルネット
ワークの形成等の取り組みを提案。 

都市再生特別措置法に基づき、東京都よ
り、容積率の緩和の適用を受けている。
（東京都千代田区） 

 

■市民と連携した緑地の保全 

目黒区は、雑木林の管理活動等、緑地
の管理についての講座を開催し、緑地
保全の担い手を養成。(東京都目黒区) 

梅小路公園では、京都市がビオトープ「いのち
の森」を整備。 

整備された「いのちの森」では、学識経験者や
市民が参画する研究会が、継続して生物モニタ
リングを実施。 

外来種の防除等を通じ、生物多様性の普及啓発
活動も実施。（京都府京都市） 
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施策の概要 

○国土交通省・県・市・地域住民・NPO等が円山川下流域の湿地、周辺水田において、コウノトリの生息地の面
的広がりの確保で連携。 

（連携内容） 
・国土交通省は河川における治水対策に併せた湿地の整備（約５割増）。 

・地域住民・NPO等は無農薬農法による「コウノトリ」ブランド米の栽培・販売等、コウノトリをシンボルとした地域づくり・地域振興。 

  現在61羽が野外で生息、平成24年7月 ラムサール湿地登録「円山川下流域・周辺水田」 

円山川、湿地・周辺水田など（豊岡市HPより） 

・無農薬農法の実施等に
よりコウノトリの餌となる
ドジョウや小魚等の生息
環境を確保 

・治水対策に併せた湿地整備 （湿地面積が約５割増加） 

アイガモ 

農法 

■兵庫県・豊岡市等 

■国土交通省 

■地域住民・NPO等 

・ビオトープ整備 
・人工巣棟の整備  等 

人工巣棟整備 ビオトープ整備 

住民活動による 

湿地管理 

■コウノトリの復帰 
・平成17年～コウノトリの自
然放鳥が行われ、現在61

羽が野外で生息している。 

■地域振興 
・市内所得が１．４％増加。観
光では１０億円以上の価値 

・「コウノトリ育む米」のブランド
米を販売展開 

河川内の湿地に訪れたコウノトリ 

■平成24年7月 ﾗﾑｻｰﾙ湿地登録 

堤防 

高水敷 

湿地の再生 

掘削 

通常の水位 

湿地の再生 

「円山川下流域・周辺水田」 
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４．生物多様性国家戦略2012－2020（平成２４年９月閣議決定） 
地域住民・ＮＰＯ等の連携事例②：河川における湿地整備～円山川のコウノトリ復帰事例～ 
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確認された生物種数の推移

施工前 

自然体験活動エリア 

調査エリア 

調査エリア 

0m 
+0.5m 

+1.0m 

約50m 

約20m 

施工後 （平成20年3月完成） 

アサリ 

マメコブシガニ 

「潮彩の渚」 

○整備の目的 

1. 古くなった護岸をつくりなおすとき   
  に、自然再生する 
2. 干潟や磯場にどんな自然が生ま 
  れるかを調べたり、研究する 
3. 市民と海とのふれあいの場をつく 
  る 

（横浜港湾空港技術調査事務所） 

◇確認された主な生物 （平成24年3月時点） 

官民協働による生物調査 

施策の概要  
○老朽護岸の更新に併せた「生物共生機能」の付加が課題。 

○現在、各地で、市民・ＮＰＯと連携した「自然体験活動」を通じて生息生物のモニタリングを実施中。今後、これらの
効果を検証した上で今後の護岸設計等へ反映、市民が海にふれあえる環境を創出。 
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◇ＮＰＯ等と連携しながら、市民を対象に「自然体験活動」を実施。生息生物のモニタリング
結果を、今後の護岸設計等に反映。 

環境学習 

連携の事例 

都市型干潟の賢い使い方研究チーム 

構成メンバー 
◆市民及び市民活動団体、海辺つくり研究会、海をつくる
会、三番瀬市民センター、盤州里海の会 
◆研究機関・大学：東京大学磯部研究室 
◆国・地方自治体：国土交通省国土技術政策総合研究所、
神奈川県水産技術センター、神奈川区役所 
◆小学校：幸ヶ谷小学校 

◆企業：東京久栄、東洋建設、東亜建設工業 

定期的に会議を開催し情報の共有 
と実施に関する事項を調整 

連絡推進会議 
－実験が円滑にすすむよう実験チームをサポートする会議－ 

構成メンバー 
・国土交通省関東地方整備局港湾空港部 
・国土交通省関東地方整備局横浜港湾空港技術調査事務所 

潮彩の渚の整備効果を検証するための調査は、公募により選定さ
れた市民団体「都市型干潟の賢い使い方研究チーム」や国土技術
政策総合研究所等による官民協働体制によりスタート。 

４．生物多様性国家戦略2012－2020（平成２４年９月閣議決定） 
地域住民・ＮＰＯ等の連携事例③：生物共生型護岸～「潮彩の渚」の事例～ 



５．新・国土交通省環境行動計画（H25～H29）の策定に向けて 

２．環境行動計画の役割 

○ 国土交通省が取り組む環境施策の大綱としての役割（個別施策の体系化） 
○ 課題に対応した重点プロジェクトの打ち出しの場（先進的取組の発信） 
○ 施策の進捗を管理するPDCAのツール（定期的なフォローアップ） 

４．今後のスケジュール 

○ 環境行動計画（現計画：H20～H24）の目標・施策については、毎年度、点検・見直し作業を行うことと 

  なっており、更に平成24年度は、「環境政策の推進」について政策レビューを行うこととなっており、 

  現行計画の総括的な評価を行うとともに、新たな環境行動計画の策定に向けた見直しの視点、今後の 

  取組の方向性を整理する方針。 
 

○ 政策レビューの結果を踏まえ、施策の具体化・体系化を図り、新環境行動計画として取りまとめる。 

平成２４年１２月４日     国土交通省政策評価会（学識経験者等委員会）「政策レビューの中間報告」 
平成２４年度中       政策レビュー報告書の公表 

平成２５年 ７月（予定）  新・国土交通省環境行動計画の策定・公表  

３．新環境行動計画の策定方法 
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○「環境行動計画」とは、政府全体の「環境基本計画」（環境基本法に基づく計画）を踏まえ、国土交通分野 

  の環境施策を推進するために策定された環境配慮の方針※である。 
 

※第２次環境基本計画（平成１２年閣議決定）（抄） 
第３部 計画の効果的実施 
第１節 各主体の連携と推進体制の強化 
  関係府省は、環境基本計画を踏まえながら、自主的に環境配慮の方針を明らかにするとともに、その推進を図るため、 
政府は、率先して、自主的に、環境管理システムの導入に向けた検討を進めます。 

１．環境行動計画の定義 



５．新・国土交通省環境行動計画（H25～H29）の策定に向けて 
～国土交通省環境行動計画2008の概要 
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